
 
 
 

平成 26 年度 研究成果発表会 

SNS と連携した新しいものづくりシステムの試行  
 

○佐脇  政孝 *1)、伊藤  日出男 *2)、薬師寺  千尋 *3) 
 
1．目的・背景  
 従来から、ものづくり企業とデザイナーのコラボレーションによる新商品開発事業は数

多く実施されてきたが、その多くはシーズ側（作り手側）からの商品開発といった性格が

強く、販路開拓に苦労するケースも多い。今回の試行では、消費者（利用者）のニーズを

探り、そこを目標とした商品づくりを行う「利用者起点のものづくり」を目指し、利用者

とデザイナー、ものづくり企業の新しい連携の形を模索することを目的として実施した。  
 
2．研究内容  
（１）実験方法  

利用者のニーズを探る仕掛けとして、特定属

性のユーザーを束ねる SNS と連携し、SNS 会員

（＝消費者・利用者）の商品ニーズに対してデ

ザイナーとものづくり企業が新製品を提案し、

この提案に対して SNS 会員との双方向のやり

取りの中での新商品開発を試行した。  
本試行の推進主体として、（独）産業技術総合

研究所臨海副都心センター（事務局担当）、都産

技研（デザイン支援）、子育てをする母親を支援

する SNS である「ベビカム」（（株）デジタルブ

ティック運営）ほかによる研究会を設置した。  
①まず、研究会において、子育て中の母親向け

グッズの新しい開発方法や、開発方針を検討。 
②「ベビカム」会員を対象としたアンケート調

査などで利用者ニーズを分析。子連れでの外出時の母親を支援するグッズの開発を決定。 
③その後、デザイナー、メーカー候補を訪問して意見交換し、「ベビカム」会員から商品開

発について意見交換を行うモニターメンバー（利用者代表）を募集するなど、開発チー

ムを組織。  
④「電子会議室」を使って、デザイナーとモニターメンバーが意見交換を行い、ラフデザ

イン、1 次、2 次デザイン案の提示を経て試作品を作成。  
⑤出来上がった試作品を実際に手に取ってもらい、その使用感についての意見交換を経て、

最終的な試作品が完成。  
 
（２）結果及び考察  

利用者（今回の試行では子育て中の母親）のニーズを分析し、利用者とデザイナーの議

論をもとに商品デザインを開発し、試作品製作までのプロセスを実施できた。この試行で

は、デザイナーにとって新たな発見が数多くもたらされた。また、利用者評価を反映した

新しいものづくりの仕組みについて、運営のノウハウや課題などを明らかにすることがで

きた。  
 
3．今後の展開  

次のステップとして、別のカテゴリーの商品を対象とした試行などを行い、新しい商品

開発手法としての完成度を高め、将来的には、ものづくり産業振興施策へとつなげること

が期待される。  
 

*1)独立行政法人産業技術総合研究所、 *2)栃木県産業技術センター、 *3)システムデザインセクター  

図 1. 利用者評価を反映する商品開発の
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産業活性化と進化にむけて  
～東京城東地域産学公金連携構想～  

 
○鵜澤  真治 *1) 

 
1．目的・背景  
 平成 25 年 4 月、東京理科大学は葛飾区金町にキャンパスを開学した。これにより、東京

の城東地域といわれる地域は、近隣に複数の理工系大学がキャンパスを置く一大産業学術

地域へと進化を遂げようとしている。  
城東地域では、古くは江戸時代から職人らにより脈々と培われた技術をベースに、繊維、

玩具、家具から機械、印刷、日用雑貨まで消費財生産における幅広い領域の産業分野が発

展してきた。一方、地域の課題としては、後継者の育成、海外や他地域企業との競争の激

化などの慢性的な産業課題や防災対策、高齢化対策などが挙げられる。  
このような背景から、本学では、「金町キャンパスを有する葛飾地区を含め、近隣の広域

地域（城東地域）の企業、大学、公的機関、金融機関などが中心となり、組織的に連携す

ることで、大学の資源（知的資源・人的資源・環境資源）を補完・融合し、城東地域の産

業にシナジー効果をもたらす」ことをコンセプトに、城東地域を広域の対象とした連携を

構想している。  
 

2．研究内容  
 本学においては、葛飾キャンパス移転に伴い、

葛飾区との連携を密にし、行政・地域団体との協

議会、技術交流・マッチングのイベント、人材教

育などの様々な地域連携活動を行っている。  
 一方、東京の城東地域における地域課題の解

決を考えた場合、区域を超えて課題が存在する

ことも多い。例えば、商業地域や工業地域にお

いては、ある区界に分けて派生しているわけで

はなく、異なる区をまたいで広がることが多い。

また、例えば、火災対策や水害対策などの地域

課題においても、ある区に限定できるものでは

なく、区を横断しての対応が不可欠である。上

記のように地域課題の解決のためには、より広

域な視点を持つ必要がある。  
 他方、地域産業の活性化を目的とした場合、現在の地域連携活動で行われている個別の

企業ニーズと大学のシーズをマッチングさせるやり方に加え、産学公金全体で連携して地

域課題からこの地域の“あるべき姿”を考え、その達成のためにできるテーマを地域企業

と一体となって設定し、実施する場が必要である。  
本発表では、本学の城東地域における産業活性化のための産学公金連携構想を示すこと

で、広域に広がる地域課題の解決のために、既存の地域連携を基盤としつつ、産学公金が

互いに win‐win の関係を構築しながら、そのシナジー効果を最大限発揮するための一つ

の方法として提案したい。  
 

3．今後の展開  
本学では、昨年 11 月に都産技研との間で産学公連携協力に関する協定を締結して、本構

想を含め地域連携活動にあたっている。  
本発表に関するコメントや議論を集約し、構想の実施に役立てたい。  

 
*1)東京理科大学  

図 1. 産学公連携の必要性  
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